
ＬＧＢＴｓを尊重し，ＬＧＢＴｓへの差別禁止法の制定を求める声明  

 

２０２１年（令和３年）５月２０日，自民党部会と性的指向・性自認に

関する特命委員会との合同会議において，「性的指向および性同一性に関

する国民の理解増進に関する法律」（ＬＧＢＴ理解増進法案）についての法

案審査が行われた。報道によると，前記会議参加者は，前記会議中及び会

議後の記者からの質問に対する発言の中で，「道徳的にＬＧＢＴは認めら

れない」，「（ＬＧＢＴは）種の保存に背く」，「社会運動化・政治運動化され

るといろんな副作用がある」という趣旨の発言（以下，「本件発言」という）

をしたとのことである。 

 これらの一連の報道を受け，当会として以下のとおり声明する。 

１ ＬＧＢＴ等の性的マイノリティ（以下，「ＬＧＢＴｓ」という）は個人

として尊重されるべきであること 

我が国の日本国憲法第１３条前段において，すべての国民が個人とし

て尊重される旨規定されている。ＬＧＢＴｓも同じく個人として尊重さ

れるべき存在であり，基本的人権の享受者である。各人の性的指向また

は性自認に基づいて幸福を追求する権利も尊重されるべきであり， 本件

発言の内容はその権利をないがしろにするものである。 

 なお，当会は２０１８年（平成３０年）２月９日にＬＧＢＴポリシー

を策定し，当事者が受ける差別や不利益の解消を目指す旨宣言をしてお

り，これはＬＧＢＴｓが個人として尊重されるべきことを前提としてい

る。 

２ ＬＧＢＴｓへの差別禁止法制定の必要性 

仮に本件発言が事実であったとすれば，憲法第９９条に基づき，憲法

尊重擁護義務を負い，個人の尊厳に配慮すべき立場にある国会議員から

差別的な発言がなされたということになる。本件発言を受けて，多くの

ＬＧＢＴｓが，あたかも国から自身の存在を否定されたと受け止めてし

まい，深刻な精神的苦痛を被ったことは想像に難くなく，誠に遺憾であ

る。  

我が国においては，国会議員ですら，ＬＧＢＴｓに対する差別的意識

を未だに持っており，社会全体においても未だＬＧＢＴｓに対する根強

い差別意識を払拭できていない。 

現在，欧州を中心とした各国（アイルランド，イギリス，オーストラ

リア，オランダ，カナダ，スウェーデン，スペイン，デンマーク，ドイ



ツ，ニュージーランド，ノルウェー，フィンランド，メキシコ等）にお

いて，性的指向および性自認を理由とした差別を禁止する旨の規定がお

かれた各種法律が制定されている。文化や風習がどのようなものであろ

うとも，理由無き差別が許容されないことは普遍的な事項であり，我が

国においても，これらの国と同様に差別禁止を定める法が制定できない

理由は無い。 

我が国におけるＬＧＢＴｓに対する差別を根絶するためにも，これら

の国に倣い，我が国においても当事者への差別禁止を定める法が制定さ

れるべきであって，単にＬＧＢＴｓへの理解増進を求める内容の法の制

定では足りないというべきである。 

３ 結語 

 以上より，当会は，本件発言に関する報道を契機に，ＬＧＢＴｓが個

人として尊重されるべき旨表明するとともに，差別禁止に向けた実効的

な内容の法律の制定を求める次第である。 
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